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-------------------------------------------------------------------------------------- 

「雇用シェア」の活用と雇用調整助成金

の受給要件 

 

◇異業種間の出向のマッチングを無料で支援 

公益財団法人「産業雇用安定センター」は、

新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に

雇用が過剰となった企業（送り出し企業）が

人手不足等で悩む企業（受入れ企業）への出

向のマッチングを無料で行う「雇用シェア」

（在籍型出向制度）への支援を強化しました。

同センターは、６月から「雇用を守る出向支

援プログラム 2020」を開始し、送り出し企業

と受入れ企業の人材ニーズに関する情報を収

集、状況を把握し、異業種間の出向支援を行っ

ています。 

 

◇「雇用シェア」の具体的な事例 

例えば、観光客の減少により観光バスの運

転手の雇用維持に苦慮している観光バス会社

の従業員を、従来からの人手不足に加えて、

輸送量や出荷の増加していることからトラッ

ク運転手や倉庫関連の業務の人員確保として

出向する事例や、旅館やホテルの従業員が病

院の案内係として活躍などの事例が挙げられ

ています。 

 

◇雇用調整助成金の受給要件 

厚生労働省は、「雇用シェア」を活用する場

合に雇用調整助成金が受給要件を掲載した

リーフレットを公開しました。概要は下記の

とおりです。 

○対象となる出向 

・雇用調整を目的とする出向（経済上の理

由で事業活動の縮小を余儀なくされた

事業主が、雇用の維持を図ることを目的

に行う出向）であること 

・出向後は元の事業所に戻って働くことを

予定していること 

・出向元と出向先が、親子・グループ関係

にないなど、資本的、経済的・組織的関

連性などからみて独立性が認められる

こと 

・玉突き雇用・出向（出向元で代わりに労

働者を雇い入れる、出向先で別の人を出

向させたり離職させる、出向元と出向先

で労働者を交換するなど）を行っていな

いこと 

 

○助成額 

出向元が出向労働者の賃金（注１）の一部

を負担する場合、以下のいずれか低い額に助

成率（注２）をかけた額を助成。 

イ 出向元の出向労働者の賃金に対する

負担額 

ロ 出向前の通常賃金の１／２の額 

※ただし、8,370 円× 330/365 × 支給対

象期の日数が上限 

（注１）出向労働者に出向前に支払ってい

た賃金とおおむね同額を支払うことが必

要 

（注２）助成率は、中小企業２／３ 大企業

１／２ 
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○支給までの流れ 

 ①出向先との契約、労組などとの協定、出

向予定者の同意 

  （契約は、出向元と出向先の間で、期間、

処遇、賃金額、負担割合などを取り決める） 

 ②計画届の提出、要件の確認 

 ③出向の実施（１か月～１年） 

 ④支給申請、助成金受給 

 

【厚生労働省リーフレット：「雇用シェア」（在

籍型出向制度）を活用して、従業員の雇用を

守る企業を無料支援します！】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/

000682586.pdf 

 

 

これからの人材育成戦略「リスキリング」 

 

◇「リスキリング」とは 

 「リスキリング（Reskilling／Re-skilling）」

という言葉をご存じですか？ これはもとも

と「従業員の職業能力の再開発・再教育」と

いう意味合いで使われている言葉ですが、近

時は、「市場ニーズに適合するため、保有して

いる専門性に、新しい取組みにも順応できる

スキルを意図的に獲得し、自身の専門性を太

く、変化に対応できるようにする取組み」と

位置づけられています。 

 

◇「リスキリング」の有用性 

デジタル化の進展や、コロナウイルスの問

題など、現在、企業には、数多くの変化が生

じています。あらゆる変化に備える必要があ

り、そのための対策の一環として、従業員の

専門性やスキルを柔軟に取り扱う観点から、

リスキリングの有用性が注目を集めています。

たとえば、変化が生じるたびに、その変化に

対応する新しいスキルを持つ人材を雇おうと

するのは困難ですが、従業員がすでに習得し

ているスキルを再開発して底上げすることで

対応が可能になれば、既存の人材で、企業が

直面する多種多様な課題に対応することがで

き、大変有益です。 

 一方で、日本においては、488 万 4,000 人

の労働者がリスキリングを行う必要があると

されており（IBMの 2019年調査結果による）、

まだまだ取組みが進んでいない状況が窺えま

す。 

 

◇「リスキリング」の取組み 

リスキリングに取り組む上では、従業員の

能力や適性を把握して、今後獲得すべきスキ

ルやキャリアの方向性を決定することが大切

です。発見したスキルギャップを埋めるため

の学習を繰り返すことで、従業員のスキルは

徐々に底上げされていきます。 

企業にとってもメリットの多いリスキリ

ング。人材を活用するための戦略の一環とし

て、投資を検討してみてもよいかもしれませ

ん。 

 

 

 

 

 

 

当事務所よりひと言 

  今年も残り１ヶ月です。例年そうなの 

 ですが、１２月は何かと気忙しいですよ 

 ね。 

  しかし、そういった時こそ気持ちをゆ 

 ったり持ちたいものです。 

  日頃より少し早く出社する、早く起き 

 る等して、気持ちにゆとりを持てるよう 

 心掛けましょう。 

  
  
 
 


